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In order to clarify the reasoning ability in deductive explanation by junior and senior high

school students, the following investigation was carried out.

Hypothesis: 90% of junior and senior high school students have a reasoning ability in deductive

explanation.

Sample: The sample was composed of 85 junior high and 91 senior high school students.

Method: Subjects were given two different laws on P-wave and S-wave of earthquake in two

separate instructions. Free answer method was used during the class.

Result: The following are the results of the present study.

1) 1 1% of junior high school students gave the correct responses.

2) 33% of senior high school students performed correctly.

Considering these results, we may conclude the following two points.

1. The rate of correct responses was much lower than hypothesized prior to the present study.

2. The rate of correct responses by senior high school students was much higher than that of

junior high students.

I.目　的

子どもの自然に対する説明活動は,観察した事物・

現象と既得の知識とを意味づけ・関係づけし,観察事

象を既得の知識で整理していく活動である。この活動

においては, ◎ :事象を既得の知識の中に位置づけた

り, ㊨ I.事象の発生過程を既得の知識で記述したり,

あるいは, ◎事象を既得の法別により整理したりする

ことが考えられる。これら①, ◎, ◎の活動は,それ

ぞれ, 「何」, 「どのようlこ」, 「なぜ」に対する説明の

活動と考えられる1)0

とりわけ. 「なぜ」に対する説明の活動は法則の通

用を必要とする2)。この法則は,子どもが自然の事物・

現象に対して観察・実験を行い確証した経験を圧縮し

たものである3)。したがって. 「なぜ」に対する説明

の活動は,子どもの経験,すなわち.年令段階に依存

することが考えられる。

そこで,本研究は,子どもの自然の事象に対する説

明の活動を発達的にとらえ,その実態を明らかにしよ

うとした。

上述の考えの基に, 3才から5才までの子どもを対

象とした研究を既に行っている。その結果, 5才児の

子どもにおいても一般化法則を通用した説明が可能で

あるという知見を得ている4)。この, 「般化法則を適

用した説明は漬得的説明であると考えられる5)。した

がって,この知見は, 5才児においても演辞的説明が

可能であることを意味していると考えられる。

今回は,上記の知見を踏え,中学生(2学年, 3学
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年)と高等学校1年生とを対象として,漬符的説明活

動の実態を調べることにした。

この実態を調べるにあたって.以下のような考えの

其に仮説を設定した。演梓的説明活動は,披説明事象

香,条件と-倍化法則とを用いて導出するものである。

したがって.すべての演得的説明活動は,以下のよう

な記号を用いて表示すると,

一般化法則:(Ⅴ∬){P(∫)⊃Q(∫))

条　　　件:P(α)

披説明事象: Q(α)

(Ⅴ∬){P(∫)⊃Q(∫))

P(a)

Q(α)

図1　演樺的説明活動を示す図式(注1)

図1のような図式になる5)。この図式で示される推論

形式は普遍例化とよばれるものである7)。そして,こ

の形式は命題論理における前件肯定に対応すると考え

られる。前件肯定に関する研究としては,石田裕久

(1980)のものがある。彼の研究によると,中学1年

坐. 3年生,および大学生において90%以上の者が

論理的に妥当な推論を行うという知見が得られている8)0

したがって,前件肯定と対応関係にあると考えられる

図1の図式で表示できる演辞的説明においても, 90%

以上の中学生および高等学校1年生が論理的に妥当な

推論を行うことができると考えられるO

上に述べた考えの基に,中学生(2学年, 3学年)

および高等学校1年生の子どもの90%の者が論理的

に妥当な清輝的説明を行うという仮説を説定したo

今回は,この仮説を検討することから中学生(2学

年, 3学年)および高等学校1年生における涜辞的説

明活動の実態を明らかにしようとした。

皿.方　法

中学生(2学年, 3学年)および高等学校1年生の

90%の者が演緒的説明を行うという仮説を検討する

ために,以下に述べるような調査を行った。

対象は協力が得られた山口県宇部市の1つの中学校

と広島県の1つの高等学校の子どもであった。これら

の学年別,組別の男女構成を表1に示す。

一般化法則を合意した表2に示す2種の教示ごとに,

図2に示した地球内部における地震波(p波, S波)

の速度変化のグラフを子どもに観察させた。そして,

子どもが観察活動によって得た事実および結果を自由

記述法により調査用紙に書かせた。

表l　対象の男女構成

学年.組 性別 9 女 合 計

中 学 校
2 2 2 2 0 4 2

3 2 3 2 0 4 3

高等学 校
A 2 5 2 0 4 5

B 2 5 2 1 4 6

分析の方法は.子どもが調査用紙に記述した観察事

実および結果を論理的妥当性という視点から分析する

というものであった。

調査は.中学校tこおいて昭和55年12月中旬に,高

等学校において昭和55年9月下旬に,それぞれ実施

wm

表2　教示の内容

教示 内 容

I

P 波 は固体 , 液 体 , 気体の中 で も伝 わる

が , S 故 は圀 体のみ伝わ る0 この ことをよ

く考えて , この図か らわか ることを調 査用

紙①に書 きな さい0

Ⅲ

地芸 妓の伝わ る物質が異な ると , 地震 波

の 速 さは急変す る0 この ことを よ く考 えて一

この図か らわか る ことを調査用紙 ㊥に書き

な さい0

1000　2000　3000　4000¥ 5000　6000深さ(伝)
i　　　　　　　　　　　　　　　;　　　　　　　　　　　　i

Aニ　　　　B　　　　こ　　　c　　　　-DI⇒

r E lこ　　　　~F

図2　提示図(注2)

Ⅲ.結　果

教示I , Ⅱに対する論理的に妥当な漬緒的説明は,

それぞれ以下のようになると考えられる。

まず,教示Iに対しては次のように考えられる。教

示Iが合意している法則は, P波は固体,液体,気体

の中で伝わるが, S波は固体のみ伝わるという文に現

れているo　この文は, P波とS波とを対応させてSli環

の性質を強調したものであるO　したがって,教示Ift
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合意している一般化法則は, S波は固体のみ伝わると

いう部分に表示されていると考えられる。この, S波

は固体のみ伝わるという命題は.すべてのxおよびy

に対して, S波が∬層を伝わりかつγ層を伝わらない

ならば, x層は固体であるがy層はB]体ではない(あ

るいは, x層とy層とは構成物質が異なる)という一

般化法則を意味している。

よって,

Sol(∫) : ∬層は固体である

PCS,∫): S波は∬眉を伝わる

DO.jy) : x眉とy層とは構成物質が晃なる

Ⅴ　:全称

⊃　:含意

～　:否定

というように記号化すると,教示1が合意している一

般化法則は,

(VjOCvjO UPCS,∫)∧　-P(S,j/)}⊃

{SolO)A-Sol(>-)}]　　　　　　-・④

あるいは

(V*)(V.y)[{PCS,x)∧　蝣PCS,JO}

⊃DC*,jO] --①′

というように表示できる。

①あるいは①′の一般化法則に対して. S波はE層を

伝わるがF層を伝わらないという条件を捜入すると,

E層は固体であるがF層は固体ではない(あるいは,

E屈とF屈とは構成物質が異なる)という被説明事項

が得られる。

上述の過程を記号を用いて表示すると,図3に示さ

れる図式になる。

(VxHVy) [{PCS,x)∧　蝣PCS,JO}⊃

{Sol(∫)∧　蝣Sol(γ))]

P(S,E)A-P(S,F)

Sol (E)∧- Sol (F)-㊥
Or

D(E,F)　一一④

図3　教示Iに対する妥当な説明(注3)

この図式から,論理的に妥当な説明のための必要項

目は(参および@,あるいは, (参および④である。

次に,教示IIこ対する論理的に妥当な演蹄的説明は

以下のように考えられる。教示Ⅱが合意している法則

は.地i.<if宝のII;わるrinが1titsると, itSwJ'iの速さは

急変するという文に現れている。この文は,主として

P波のことについて述べたものである。したがって,

教示Ⅲが含:正している一般化法則は, P波の伝わる物

質が異なると, P波の速さは急変するというものであ

る。この法則は同時法則と考えられるので, P波の速

さが急変すると, P波の伝わる物質が異なる,という

ように前件と後件とを入れ変えることができる9)。そ

して,この法則は.すべての∬およびyに対して, P

波がy屈を伝わる時の速さがx層を伝わる時の速さよ

りも非常に大きいならば, x層とy層とは構成物質が

異なるという命題を意味している。

よって,

V(P,∫) : P波が∬層を伝わる時の速さ

A>　B:AはBよりも大

D(∫.y) : X層とy層とは構成物質が異なるo

V　:全称

⊃　:含意

というように記号化すると,教示uが合意している一

般化法則は,

(Ⅴ∬)(vjO[{V(P,.y)>V(P,.*)}⊃D(*,>0] ◎

というように表示できる。

㊥の一般化法則に対して, P波がB層を伝わる時の

速さがA層を伝わる時の速さよりも非常に大きいとい

う条件を捜入すると, A層とB層とは構成物質が異な

るという被説明事項が得られる。

上述の過程を記号によって表示すると,図4に示さ、

れる図式になる。

(V*)(V>) L{V(P,.y)>V(P,*)}⊃D(*,>)]

V(P,B)≫V(P,A)　　　　--㊨

D(A,B) ㊨

図4　法則(りに対する芸当な説明(注4)

この図式において, V(P,B)>V(P,C)という条

件よりDCB.CX　また, V(P,D)>V(P,C)という

条件よりD(D,C)となる。ここで,

(V(P,B)≫Ⅴ(P,A)) ∧

{V(P,B)>V(P,C)} ∧

{V(P,D)>V(P,C)}　: Vp(A,B,C,D)-・xsf

D(A,B)AD(B,C)AD(C,D)

: D(A,B,C,D) -㊨
という記号を用いると,教示Ⅱに対する論理的に妥当

な説明のための必要項目は, @'ぉよぴ◎′となる。

以上,今まで述べてきたことから,教示tに対して

の論理的妥当な説明のための必要項目は㊥および⑨,

あるいは, ㊥および④であり,教示Ⅱに対してのそれ

は◎および◎′である。

そこで,これらの必要項目に対する子どもの記述内

容を調べた。その結果を校種別に述べる。

(I -A)中学生の場合

各教示の必要項E]に対する子どもの記述内容は,義

3 (2学年),表4 (3学年)に示すとおりであった。
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表3　2年の子どもの記述

、教示

v -.1
日

生徒番号

. a

s (e ;f ) Sol(E )A Sol(F)
D (E .F )

V,(A .B .C tD ) D (A .B .C D )

1

2

3

4

5

6

7 (り @

ョ

(p

ゥ

ゥ

ゥ

ゥ

ゥ

IS

◎

ゥ

ゥ

◎

a

⑧

ョ ョ

◎

8 ョ ョ

9 ① ② ②

10

ll

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

① @

@

㊨

◎ ㊥

ョ ゥ

(り

すー

① (令

(り

①

① ②

ョ

ョ

ゥ

㊨

ョ ゥ

表4　3年の子どもの記述

It r-
、要項

日

生徒番号

I I

S ( E .F )
S ol(E )A S ol(F )

D ( E .F )
V p (A .B .C .D ) D (A ,B ,C 一D )

1

2

3

4

5

6

7

8

9

①

0

症)

ョ

0

(B

q )

①

(り

◎

ゥ

ゥ

(ラ

ョ

(り

◎ ◎

10

l l

12

13

1 4

15

1 6

17

1 8

19

20

2 1

22

23

24

25

26

2 7

28

29

30

3 1

32

Q )

(♪

ゥ

ョ ゥ

(9

①

①

(む

(勤

㊨

ョ

ョ

哩)

#

ゥ

ゥ

ゥ

ョ

ゥ

◎

3 3

34

35

3 6

37

(令

①

(む

ゥ

ョ

ゥ38

3 9

4 0

4 1

4 2

4 3

㊨

ゥ

(♪

ゥ
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これら表3,表4において, ㊨. ㊥の記号はそれぞ

れ教示1 ,教示]に対する子どもの反応を示している。

例えば,・表3の生徒番号1の子どもは教示廿を提示し

た時に,教示lに対する披説明事項を記述しているこ

とを示している。

これらの表において,論理的に妥当な演辞的説明は

各教示ともに両必要項目についての記述がある場合の

みである。このような妥当な演樺的説明を行った人数

香,各学年,各教示ごとに調べた。その結果を表5に

示す。

表5　妥当な演樺的説明を行った人数

遍 ＼ 、轡 I Ⅱ

2 5 3

3 5 4

表5から次のことが明らかlこなる。各学年において,

妥当な説明を行った人数が両教示ともはぼ同数である

(∬2検定,危険率B96)蝣--結果a。また,各教示に

おいて,妥当な説明を行った人数が両学年ともほぼ同

数である(∬2検定,危険率596)　-結果b。

表5について,次のことが考えられる。設定した仮

説に基づくと,妥当な説明を行う人数が90%である。

すなわち,妥当な説明を行う人数と行わない人数との

比が9 : 1である。そこで,この比になる場合の妥当

な説明を行う人数の限界範囲を算出した。その範囲は,

2学年では35以上41以下となり, 3学年では36以

上42以下となった(∬2検定,危険率S96)。これらの

範囲を,各学年E:とに表5の値と比較すると. 2学年

および3学年においても両教示に対して妥当な説明を

行った人数が限界範囲外にある。そして,両学年,各

教示において,妥当な説明を行った^数と行わなかっ

た人数との比が約2 : 15になっている・--結果I。

(I-B)高等学校1年の場合

前項と同様に,各教示の必要項目に対する子どもの

記述内容を調べた。その結果を.次頁の表6 (A組),

表7 (B組)に示す。

これら表6, 7において, ◎,㊥の記号は,表3,

4と同様,それぞれ教示I ,教示】lこ対する子どt)の

反応を示す。

表6, 7において,論理的に妥当な旗梓的説明は,

各教示ともに両必要項目についての記述がある場合の

みである。このような妥当な説明を行った人数を,各

組,各教示E.'とに調べた。その結果を表8に示す。

表8から次のことがいえる。各組において,妥当怨

説明を行った人数が2種の教示ともほぼ同数である

(∬2検定,危険率5%)--結果C。また,各教示に

表8　妥当な演樺的説明を行った人数

日 、、、一寸 I 刀

A 1 5 l l

B 1 9 14

おいて,妥当な説明を行った人数が2つの組ともほぼ

同数である(∬2検定,危険率5%)一一結果d。

また.この表について前項と同様のことを考えた。

設定した仮説に基づくと,妥当な説明を行う者がg)%

になる。すなわち,妥当な説明を行う人数と行わない

人数との比が9 : 1になる。そこで,この比になる場

合について妥当な説明を行う人数の限界範囲を求めた。

その範囲は, A組では38以上44以下, B組では37

以上45以下,になった(∬2検定,危険率5#)。これ

らの範囲を,各組ごとに表8の値と比較すると,両組

とも2種の教示に対して妥当な説明を行った人数が限

界範囲外にある。そして,両組,各教示において,蛋

当な説明を行った人数と行わなかった人数との比が約

1 :2になっている・--結果l。

Ⅳ.まとめと今後の問題点

ここで,今まで述べてきたことをまとめる。

今回の目的は,中学生(2学年, 3学年)と高等学校

1年生とにおける演経的説明活動の実態を調べること

であった。このために設定した仮説は次のものであっ

た。それは,中学生および高等学校1年生の子どもの

90%が論理的に妥当な漬符的説明を行う,というも

のであった。この仮説を調べるために. 2種の一般化

法則を合意した2種の教示を提示し,それらに対する

説明を自由記述法によって書かせた。

結果を,中学生と高等学校1年生とに分けて述べる

と以下のようになる。

1)中学生

各学年において,妥当な説明を行った人数が両教示

ともはぼ同数である(結果aより)。また,各教示に

おいて,妥当な説明を行った人数が両学年ともほぼ同

数である(結果bより)。そして,両学年,各教示に

おいて,妥等な説明を行った者が約11%である(結

果Iより)0

2)高等学校1年生

各組において,妥当な説明を行った人数が両教示と

もほぼ同数である(結果Cより)。また,各教示にお

いて,妥当な説明を行った人数が両組ともはぼ同数で

ある(結果dより)。そして,両組,各教示において

妥当な説明を行った者が約33%である(結果】より)0

これらの結果から次のことがいえる。妥当な説明を
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表6　A組の子どもの記述

ォs
要項

生徒番号

1 I

S (E .F ) SOT(E)∧Sol(F)
D (E ,F )

Vp(A ,B .C .D ) D (A .B .C .D )

1

ョ

(刀

ゥ

ゥ

2 t♪ ゥ

3 (ラ ゥ

4

5

6

ゆ

◎ ⑧

(♪

ゥ

ゥ

7 ① ゥ

8 頓) ゥ

9 ① (♪ ゥ ゥ

10 ゥ

(》

くり ◎

荏)

ョ

ll ョ ゥ

12 (9 ョ ョ

13 (∋ ョ

14 ョ ◎ ① ◎

15 ョ

(9 (卦

㊨

(∋

(り @

(カ ①

ゥ

⑧

瑳)

16

17

18

①

(》 @

(9

ゥ

ゥ

19 ョ ゥ

20 e ョ

21 ョ ゥ

22 (り ◎

23

24

25

26

27

28

(9

ョ ゥ

(∋

① ◎

① ◎ ′

(9

ゥ

ゥ

ゥ

29 ◎ ゥ

(♪

◎

30 (♪ ョ

31 (9 ㊥ (り

32 ゥ ョ ゥ Lil LP

33 ①

ョ

①

任)

① ゥ

②

ゥ

㊥

34 ㊨ e ◎

35 申 ゥ

36 (♪ ゥ

37 瑳) ゥ

38

39

40

①

ゥ ゥ

①

ゥ

ゥ

41 (∋ ゥ

42 申

せ

ゥ

43

44

① (勤 ゥ

ゥ

45 Lf) ㊥

表7　B組の子どもの記述

.L、教示

要項

u
生徒番

I I

S (E,F ) SOT(E)∧SolCF
D (E.F )

V.(A .B.C D ) D (A .B ,C ,D )

1

任)

ョ

(∋

e

ョ

(∋

ゥ

ゥ

ゥ

2 (♪ ㊨

3 (り ㊨

4

5

6

7

8

9

10

①

◎

㊨

(刀

ョ ゥ

ョ

(9

ゥ

ゥ

ョ

<a

ll (9 ゥ

12

3

14

15

(り

. 症)

(p

(》

ョ

(9

e

(り

(9

ョ

ゥ

16 吃) (9 @ ㊨

17

18

19

:o

21

.①

① (勒

① @

Ql

㊥

㊨

ゥ

◎

22 (ラ

(9

(p ◎

23 ㊨ ㊥

24 (9 ゥ

ゥ

25 (D (カ

26 ョ (♪

27

28

29

庄一

(り

ョ

(ラ

伝)

㊥

荏) ㊨

㊨

◎

30

31

32

ョ

頓) .

ョ

ゥ

㊤

33 ョ

(令

ョ

しil

① ゥ

34 瑳) ゥ ゥ

35 (り ゥ

ゥ

ゥ

36 (9 Ifi

37 (り ㊨

38

39

40

㊨

(♪

(9

ゥ

ゥ

41 ㊨ ゥ ゥ

42 tか ゥ ゥ

43

44

45

①

ョ ゥ

(∋

ゥ ◎

②

46 しfl ゥ
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行った人数は,中学生よりも高等学校1年生の方が多

い(正規分布検定,危険率5#)。そして,高等学校

1年生において,妥当な説明を行った人数の比率は設

定した仮説と比較するときわめて少ない。したがって

今回用いた中学生および高等学校1年生における妥当

な説明を行った人数の比率は仮説の比率と比べるとき

わめて少ない。

上述の結果は以下のことlこ起因すると考えられる。

仮説における比率は,石田(1980)の調査結果に基づ

いて設定された。この調査は,次のような方法の基で

行われた。条件文を前件と後件とに分け,前件文を被

験者に肯定して提示し, 6つの後件文から正しいもの

を1つ選択させるという方法で行われた10)。これに対

して,本研究は,自由記述法によって説明を書かせる

という方法で行われた。このような調査方法の違いか

ら上述したような比率の違いが生じたと考えられる。

なお,本研究に用いた対象の数は,たかだか2つの

組を対象としたのできわめて少ないと考えられる。し

たがって,本研究結果は事例研究の結果として考えら

れる必要がある。今後は,結果に対する客観性を付与

するために対象の数を増加していくことを考えている。

(注1), (注3), (注4)

このように記号化することによって溶性条件および

被説明事項の発見が容易となる。-

(百三2)

竹内均著, 「地芸の科学」, E]本放送出版協会,

(1973)の第28図(p.75)を参考にして作図。
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